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本研究の根底にある問題意識は文化と経済の関係である。経済力の増加が、どのように文化の興隆
につながっているのかを知るために、文化の経済的背景を探索した。具体的にはオーケストラ経営に
ついての研究を行った。本研究では経営分析の手法を用いてわが国のオーケストラの財務データを収
集し財政基盤についての研究を行った。オーケストラ連盟に所属する 31団体のうち人件費ヂータの
公表されている 16団体の財務データの分析を行ったO
分析の結果、オーケストラでは経費に占める人件費の比率が高いというこどと、収入に占める助成
金・交付金の比率の高さが特徴であることがわかった。そのために分析や特徴の把握には助成率(助
成金/総経費)人件費比率(人件費/総経費)が重要である。助成金受領後の総利益率(総利益/年間収
入)も算出しであるが、多くの団でマイナス:赤字である。ましてや助成金交付前に黒字になる団は
一つもない。
オーケストラの最大の費用は人件費である。平均データを観察すると人件費より助成金のほうが若
干少ない。オーケストラはどこも赤字であるが、その赤字分は助成金が人件費をまかなうことができ
なかった分に近い。チケット販売などの事業収入はほぼその他の経費(広告宣伝費、賃料などの運営
費等)に当てられていると考えてよい。
2002年の平均では収入 (100%)=助成金 (43%) +事業収入 (57%)
総費用 (109%) 人件費 (50%) +その他費用 (59%)
オーケストラの人件費は助成金額にリンクし、その他の経費は楽団の運営費にほぼ等しい。これは
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多くのオーケストラを観察してもほぼ当てはまる。すなわち現在の日本のオーケストラは、事業収入
で広告宣伝費などの経費等をまかなうことはできても、人件費は助成金に頼らざるを得ない。スポン
サーとは国・自治体、公益法人・株式会社がほとんどである。
人件費はその他の経費に比べて弾力性に富む。その他の経費の節減は難しくとも、人件費は給与の
削減、正規の楽団員の削減により達成することができる。その結果、人件費の多寡すなわち正規の楽
団員の人員数は、その楽団の受けた補助金の多寡で決定されることになったのではないかと推定され
る。
このことは闇定費・変動費という見方を加味すると次のように解釈できる。楽団の最大の回定費は
人件費である。その固定費をまかなうのが助成金であり、変動費すなわち演奏会の経費は事業収入で
まかなっている。おそらくオーケストラの運営者は個々の演奏会の変動費を演奏会収入で確保するこ
とが、目下の目的としているはずで、あり、人件費が助成金でまかなわれている現在の状況では、合理
的な基準ともいえるのである。
優秀な団員を集めてオーケストラを運営するには高額な人件費が必要であり、それは助成金でまか
なう必要がある。少ない助成金で高額の人件費を維持できる楽団は日本には存在しない。よい楽団を
作るには、スポンサーの存在・助成金が不可欠なのである。
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